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２６文科初第４９０号 

平成２６年７月１７日 

各 都 道 府 県 知 事 

各都道府県教育委員会 

各 指 定 都 市 市 長 

各指定都市教育委員会 

 

文部科学省初等中等教育局長 

前 川  喜 平 

 

 

（印影印刷） 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の 

一部を改正する法律について（通知） 

 

このたび、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法

律（平成 26 年法律第 76 号）」（以下「改正法」という。）が、本年６月 20

日に公布され、平成 27年４月１日から施行されることとなりました（別添１及

び別添２）。 

今回の改正は、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教

育行政における責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体

の長と教育委員会との連携の強化、地方に対する国の関与の見直し等制度の抜

本的な改革を行うものであります。 

改正法の概要及び留意事項は下記のとおりですので、関係する規定の整備等

事務処理上遺漏のないよう願います。 

都道府県教育委員会におかれては、域内の市町村長及び市町村教育委員会に

対して、本改正の周知を図るとともに、適切な事務処理が図られるよう配慮願

います。 

なお、改正法は、関係資料と併せて文部科学省のホームページに掲載してお

りますので、御参照ください。また、関係する政令の改正については、追って

これを行い、別途通知する予定ですので、あらかじめ御承知おき願います。 

 

記 

 

第一 新「教育長」について 

 

１ 改正法の概要 

殿 

資料１ 
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（１）新「教育長」の任命等 

① 教育長は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、

教育行政に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の

同意を得て、任命することとしたこと。（改正後の地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（以下単に「法」という。）第４条第１項） 

② 教育長の任期は、３年としたこと。（法第５条第１項） 

 

（２）新「教育長」の職務及び服務 

① 教育長は、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表することとした

こと。（法第 13条第１項） 

② 教育長は、教育委員会の委員長に代わり、議会の審議に必要な説明のた 

め議長から出席を求められたときは、議場に出席しなければならないことと

したこと。（改正法による改正後の地方自治法第 121条） 

③ 教育長は常勤とし、その勤務時間及び職務上の注意力の全てをその職責 

遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事

しなければならないこととしたこと。（法第 11条第４項及び第５項） 

また、教育委員会の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営 

むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定め

る地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得

ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならないこととしたこと。（法

第 11条第７項） 

（３）新「教育長」の代理 

教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときは、あらかじめその指名

する委員がその職務を行うこととしたこと。（法第 13条第２項） 

 

２ 留意事項 

今回の改正は、教育委員会を引き続き執行機関としつつ、その代表者である

委員長と事務の統括者である教育長を一本化した新「教育長」を置くことによ

り、迅速な危機管理体制の構築を図ることを含め教育行政の第一義的な責任者

を明確化することとしている。 

 

（１）新「教育長」の任命等 

① 現行の教育長が教育委員会の委員の一人であるのに対し、新「教育長」  

は教育委員会の構成員であるが、委員ではないこと。 

② 現行の教育長は、任命に議会同意を必要とする教育委員会の委員として 

特別職の身分を有するとともに、併せて教育委員会が任命する教育長として

一般職の身分を有するものであったが、新「教育長」は、地方公共団体の長

が議会の同意を得て任命する職であることから、特別職の身分のみを有する
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ものとなり、法律に特別の定めがある場合を除くほか、地方公務員法は適用

されないこと。 

③ 新「教育長」は、「教育行政に識見を有するもの」のうちから任命する   

こととされているが、これは教育委員会事務局職員や教職員経験者に限らず、

行政法規や組織マネジメントに識見があるなど、教育行政を行うにあたり、

必要な資質を備えていれば、幅広く該当するものであること。 

④ 教育長の任命の議会同意に際しては、新「教育長」の担う重要な職責に  

鑑み、新「教育長」の資質・能力を十全にチェックするため、例えば、候補

者が所信表明を行った上で質疑を行うなど、丁寧な手続を経ることが考えら

れること。 

⑤ 新「教育長」の任期については、(1)地方公共団体の長の任期（４年）よ

りも１年短くすることで、地方公共団体の長の任期中少なくとも１回は自ら

が教育長を任命できること、(2)教育長の権限が大きくなることを踏まえ、

委員よりも任期を短くすることで、委員によるチェック機能と議会同意によ

るチェック機能を強化できること、(3)計画性を持って一定の仕事を行うた

めには３年は必要と考えられることから、３年とするものであること。 

 

（２）新「教育長」の職務 

① 新「教育長」の職務について規定する法第 13条第１項の「教育委員会の

会務を総理」するとは、改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（以下単に「現行法」という。）における委員長の職務である「教育委員会

の会議を主宰」すること（現行法第 12条第３項）並びに現行法における教

育長の職務である「教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる」

こと（現行法第 17条第１項）及び「事務局の事務を統括し、所属の職員を

指揮監督する」こと（現行法第 20 条第１項）を意味するものであること。 

② 新「教育長」は、執行機関である教育委員会の補助機関ではなく、教育  

委員会の構成員であり、代表者であることから、教育委員会による教育長へ

の指揮監督権は法律上規定されていないが、教育委員会は引き続き合議体の

執行機関であるため、教育長は教育委員会の意思決定に基づき事務をつかさ

どる立場にあることに変わりはなく、教育委員会の意思決定に反する事務執

行を行うことはできないものであること。 

 

（３）新「教育長」の代理 

① 新「教育長」は教育委員会の構成員となり、かつ代表者となることから、

その代理は教育委員会事務局職員の中からではなく、委員の中から選任する

こととしたこと。 

② 職務代理者が行う職務のうち、具体的な事務の執行等、職務代理者が自 

ら事務局を指揮監督して事務執行を行うことが困難である場合には、法第
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25 条第４項に基づき、その職務を教育委員会事務局職員に委任することが

可能であること。 

③ 新「教育長」の職務代理者たる委員は、法律上教育長の権限に属する一  

切の職務を行うものであるが、その場合でも、教育長の身分に関する規定は

適用されず、服務については法第 12条が適用されるものであること。 

 

（４）新「教育長」の資質・能力の向上 

新「教育長」は、教育行政に大きな権限と責任を有することとなるため、そ

の資質・能力の向上は、極めて重要であり、強い使命感を持ち、各種研修会へ

の参加など常に自己研鑽に励む必要があること。 

 

 

 

※  第二から第五まで省略 

 

 

第六 経過措置等について 

 

１ 改正法の概要 

（１）この法律の施行の際現に在職する教育長（以下「旧教育長」という。）

は、その教育委員会の委員としての任期中に限り、なお従前の例により在

職することとしたこと。（改正法附則第２条第１項） 

この場合、現行法第２章等の関係規定はなおその効力を有することとし 

たこと。（改正法附則第２条第２項） 

 

（２）（１）により旧教育長が在職する場合に、教育委員会の委員長である者

の当該委員長としての任期は、現行法第 12 条第２項の規定にかかわらず、

旧教育長の委員としての任期が満了する日（当該満了する日前に旧教育長

が欠けた場合にあっては、当該欠けた日。）において満了することとした

こと。（改正法附則第２条第３項） 

 

（３）新「教育長」の任命のために必要な行為は、改正法の施行の日前におい

ても行うことができることとしたこと。（改正法附則第３条） 

 

（４）施行の日から４年を経過するまでの間に任命される委員の任期は、法第

５条第１項の規定にかかわらず、当該委員の任期の満了の期日が特定の年

に偏ることのないよう、１年以上４年以内で当該地方公共団体の長が定め

るものとしたこと。（改正法附則第４条） 
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（５）その他所要の規定の整備を行ったこと。 

 

（６）改正法は、一部の規定を除き、平成 27年４月１日から施行することとし

たこと。（改正法附則第１条） 

 

２ 留意事項 

（１）改正法における経過措置 

①新「教育長」の任命 

現行法の下で任命された旧教育長は、施行の日以後であっても、委員として

の任期が満了する日までの間は、在職するものとしていること。この場合には、

教育委員会の委員長に係る規定等、現行法の一部の規定がなお効力を有するも

のとしていることから、委員長の任期が満了した場合には改めて委員長を選任

する等、適切な対応を行う必要があること。 

②委員長の任期 

改正法の施行の日以後、旧教育長が在職している場合であって、当該教育長

が委員として任期満了（辞職、罷免等により欠けた場合を含む。）となった場

合には、教育委員会の委員長である者の当該委員長としての任期も、同時に満

了するものであること。 

③新「教育長」の任命に係る準備行為 

新「教育長」の任命のために必要な行為について規定した改正法附則第３条

の施行日は、公布の日（平成 26年６月 20日）であることから、新「教育長」

の任命に関し必要となる議会同意等については、公布の日から行えるものであ

ること。 

④施行日以後新たに任命する委員の任期 

教育委員会の委員については、制度創設時に、最初に任命される委員の任期

は、２人は４年、１人は３年、１人は２年、１年は１年とする特例が設けられ

ており（現行法附則第８条）、原則として教育委員会の委員は一斉に交代しな

い仕組みとなっている。 

新制度においても教育行政の継続性・安定性を確保する観点からは、任期が

異なる教育長を除き、４年の任期である委員が、なるべく毎年一人ずつとなる

ように異なる年に交代することが必要であるが、旧教育長が委員でなくなるこ

とにより、ある年には交代する委員がいないが、ある年には２人の委員が交代

するという場合も想定される。このため、施行の日から４年間の間に、一部の

委員を４年より短い任期で任命することにより、各委員がなるべく異なる年に

交代するよう調整する必要があること。 

 

※  以下省略 


